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南アルプス市権利擁護・成年後見制度利用促進協議会委員名簿 
    

No 区分 氏名 所属等 

1 

１号委員 

花輪 仁士 
弁護士 

（花輪法律事務所） 

2 杉本  修 
司法書士 

（司法書士杉本事務所） 

3 上川 心 
社会福祉士 

（ＮＰＯ法人ファボール山梨） 

4 

２号委員 

倉澤 竜馬 
介護支援専門員 

（ケアプラン緑の木） 

5 塩澤 一夫 
相談支援専門員 

（ＮＰＯ法人清水館 ことのは） 

6 今村 幸治 
民生委員児童委員 

（南アルプス市民生委員児童委員協議会会長） 

7 ３号委員 深沢 ひろみ 市民後見人 

    

＊委員区分 南アルプス市権利擁護・成年後見制度利用促進協議会条例第３条第２項各号 

 （１）学識経験を有する者  

 （２）保健・医療・福祉関係団体を代表する者 

 （３）前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 
    

＊任期：令和５年７月１２日～令和７年３月３１日 

 

 



 

○南アルプス市権利擁護・成年後見制度利用促進協議会条例 

令和３年３月２３日 

条例第４号 

（設置） 

第１条 成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成２８年法律第２９号）第

１４条第２項の規定に基づき、成年後見制度の利用の促進に関して、基本的な

事項を調査審議するとともに、地域の連携を構築し、もって認知症、知的障害

その他の精神上の障害がある者を地域で支え合うため、南アルプス市権利擁

護・成年後見制度利用促進協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議する。 

（１） 成年後見制度の利用の促進に関すること。 

（２） 認知症、知的障害その他の精神上の障害がある者の権利擁護に関する

こと。 

（組織） 

第３条 協議会は、委員１０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

（１） 学識経験を有する者 

（２） 保健・医療・福祉関係団体を代表する者 

（３） 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選によりこれを定める。 

３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長と

なる。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の



決するところによる。 

４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、その

説明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（専門部会） 

第７条 会長は、特に必要がある認めるときは、専門的事項を調査、研究させる

ため、協議会に専門部会を置くことができる。 

（庶務） 

第８条 協議会の庶務は、保健福祉部において処理する。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長

が会議に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（招集の特例） 

２ この条例による最初の会議及び任期満了後における最初の会議は、第６条

第１項の規定にかかわらず、市長が招集する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○南アルプス市権利擁護センター要綱 

令和３年３月１８日 

告示第４２号 

（設置） 

第１条 この告示は、認知症、知的障がい、精神障がい等により判断能力が十分

でない者が権利を侵害されることなく、住み慣れた地域で安心して暮らせる

ことを目的とし、関係機関と連携して権利擁護の取組を一層推進するため、成

年後見制度の利用の促進に関する法律（平成２８年法律第２９号）に基づく成

年後見制度利用促進計画に位置付けられた中核機関として、南アルプス市権

利擁護センター（以下「センター」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

（１） 名称 南アルプス市権利擁護センター 

（２） 位置 南アルプス市小笠原３７６番地 

（事業） 

第３条 センターの事業は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 権利擁護に関する相談及び支援 

（２） 成年後見制度に関する相談及び支援 

（３） 市民後見人の養成及び活動支援 

（４） 権利擁護に関する普及啓発 

（５） 南アルプス市権利擁護・成年後見利用促進協議会に関すること。 

（６） その他権利擁護に関すること。 

（委託） 

第４条 市長は、前条に規定するセンターが実施する事業に関し、適切にその事

業を行うことができると認める事業者に、事業の全部又は一部を委託するこ

とができる。 

（支援調整会議） 

第５条 センターは、第３条に規定するセンターが実施する事業に関し、困難事

例等が生じた場合は、第７条の規定による連携する課により支援調整会議を

開くことができる。 

２ 市長は、前項の支援調整会議において、必要があると認めるときは、専門的

知識を有する者の意見を聴くことができる。 

（秘密の保持） 

第６条 センターの行う事業に従事した者は、その業務に関して知り得た秘密

を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 



（運営体制） 

第７条 センターの管理及び運営は、介護福祉課、障がい福祉課及び福祉総合相

談課が連携して行う。 

（その他） 

第８条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 



令和５年度南アルプス市権利擁護センター事業　経過報告 R6.2.19時点

普及
啓発

体制
整備

利用
促進

権利擁護・成年後見制度利用促進協議会 ● 7/21第１回協議会開催
2/24第2回協議会開催

7/１２ 第１回協議会
2/１９ 第2回協議会（本日）

権利擁護センター担当者会議 ● 9回開催 8回開催
4/20、5/12、6/15、6/28、9/21、11/24、1/11、2/2

成年後見センターとの連携 ● 定例ミーティング ７回 10回開催　5/1、6/26、7/10、8/14、9/11、10/1、
11/7、12/18、1/19、2/13

家事関係機関連絡協議会 ● 12/5開催、1名出席１名傍聴 書面開催（返信済）

権利擁護センター職員研修
● ―

第2期成年後見制度利用促進計画策定に向けた連続学習会
（内部研修）

相談支援従事者向け研修 ●

事業者等向け虐待防止・権利擁護研修会 ●

市民後見人養成講座（基礎編） ● ● ※社協委託事業　11月5日～26日（4回）10名受講 ※社協委託事業　11月6日～29日（計5回）
受講者19名（全受講者5名)、実践研修希望者5名

市民後見人養成講座（実践編） ● ● ※社協委託事業　9月30日　９名受講
他、フォローアップ研修通年実施

※社協委託事業　7月19日
受講者7名、修了者6名

意思決定支援ミーティング ● ● ― ー

相談窓口の周知 ● ● ―
各課研修においてパンレット配付や窓口周知

受任調整（支援調整会議） ● ● ７回開催　ケース１９件 5回開催 延べ18ケース検討
5/29、7/27、10/11、12/5、1/29

成年後見制度利用支援事業 ● 高齢者　申請11件、助成決定10件（1,856,313円）障害者
申請１件、助成決定0件

高齢者　助成決定７件
障害者　助成決定１件

市長申立 ● 高齢者　3件（後見2、保佐1） 高齢者　2件(後見1、保佐1)、申立予定2件

市広報掲載 ● ●
ー ー

市ホームページ掲載 ● ● 協議会開催・議事録・資料等掲載 協議会開催・議事録・資料等掲載

● 10/7講師：協議会委員（杉本修氏）　10名参加 10/15「市民向け成年後見制度勉強会」 29名参加

● 9/16（金）「権利擁護・差別解消講演会」講師：又村あおい氏
（R3延期分）  34名参加

2/29「権利擁護・差別解消講演会」開催予定

部内職員研修 ● ● 7/22（金）講師：健康科学大学・田村正人 15名参加

庁内職員研修 ● ● 7/22（金）講師：健康科学大学・田村正人氏
「福祉のまちづくり職員研修会」対象：庁内セーフティネット連
絡会議メンバー・採用４年目職員　約30人参加

Ｒ５

権利擁護支援体制
の構築

成年後見制度の利
用促進

市民向け研修会

R4施策 項目 目的

地域連携ネットワー
クと中核機関

10/3障害者虐待防止従事者研修　49名参加
2/7施設長・管理者向け研修 43名参加
2/16相談支援従事者向け研修 申込み５２名
2/29現場職員向け研修　申込み5７名

3/6施設従事者による虐待防止(従事者向け)34名参加
3/7同上(管理者向け)39名参加
3/16養護者による虐待防止（ケアマネ、在宅サービス等）34
名参加

成年後見制度や中核
機関の周知啓発

6/22「福祉のまちづくり職員研修会」対象：庁内セーフティ
ネット連絡会議メンバー・採用４年目職員　35名参加

議事１

１



⚫ 第1期計画(R3～5)の期間を1年延長するとともに、第2期計画の策定に向けた検討課題の整理を進める。第1期計画の成果と課題を踏まえなが
ら、国の第2期基本計画を反映した施策を盛り込んでいく。

⚫ 第2期計画は、新たに第5次地域福祉計画・第2次自殺対策計画との一体的な計画となる。地域共生社会の実現及び重層的支援体制整備事業の
本格的実施を含み、福祉総合相談体制のさらなる強化と密接に関わるため、市の権利擁護支援体制の前進につなげる方策の立案が望まれる。

概要

第1期計画の成果と課題 第2期計画への検討課題

➢ 権利擁護・成年後見制度利用促進協議会を設置
➢ 南アルプス市権利擁護センター（中核機関）の設置
➢ 南アルプス市成年後見センター（社協）との連携（定例会開催）

○権利擁護事業の推進・点検・評価の体制を整えた。
○行政・社協の連携をとり、情報交換や支援調整を図るようになった。

➢ 支援者向け虐待防止・権利擁護研修（各年度100人超の受講）
➢ 市民後見人養成講座（社協委託）の開催（計28人受講）

●市民後見人の修了者増加に対し、受任者は少ない状況である。
●後見人、支援者の人材が慢性的に不足している。

➢ 専門職の参画による支援調整会議の開催（計●回）

○個別のケース対応が集約され、適切な利用支援につながった。
●高齢者が中心となっており、幅広い対象者への支援が望まれる。
●会議の活用がまだ広がりを欠く。制度の周知やニーズ把握が望まれる。

➢ 広報、ホームページ、地域包括支援センター情報紙での周知
➢ 成年後見制度パンフレットの作成（市・社協）
➢ 市民向け研修会の開催、市職員向け研修会（対象別）の開催

〇市民研修会を機に金融機関の周知協力が得られるなど波及効果があった。
●パンフレットの配布・活用が十分にできなかった。

✓ 重層的支援体制整備事業を見据えた再構築
①中核機関の体制及び位置づけ（誰が・どこで）
（持続的な庁内職員体制・組織体制）
②各分野の相談機関（包括的相談支援）との連携

✓ 市民への周知啓発のあり方
（相談窓口、制度の内容や利用イメージ）

✓ 支援者・専門職への周知啓発のあり方
①中核機関の機能、後見人との連携等の実務的理解
②相談支援従事者に限らない施設・事業者への周知

✓ 多様な権利擁護ニ－ズを検討する場として、支援調
整会議のさらなる活用と充実
①高齢者に限らない各分野への機能の周知
②会議の論点や支援の方向性に対する調整機能強化

✓ 市長申立の適切な実施、利用支援事業の評価・検証

✓ 支援チームの構築と活動の具体化
（後見人支援の取り組み）

✓ 市民後見人の活動・活躍の機会拡大
（専門職後見人からの移行を含む）

✓ 意思決定支援の取り組みの具体化（理解促進、実践）

3-(1) 権利擁護支援の地域連携ネット
ワークの基本的な考え方(尊厳
のある本人らしい生活の継続と
地域社会への参加)

3-(2) 地域連携ネットワークの機能
3-(4) 包括的・多層的な支援体制の

構築 など

2-(1) 本人の特性に応じた意思決定
支援とその浸透

2-(2) 適切な後見人等の選任・交代の
推進等

3-(3) 地域連携ネットワークの機能を
強化するための取組(中核機関
のコーディネート機能等) など

2-(2) 適切な後見人等の選任・交代の
推進等

3-(3) 地域連携ネットワークの機能を
強化するための取組

4-(3) 市町村長申立ての適切な実施
と成年後見制度利用支援事業
の推進 など

3-(3) 地域連携ネットワークの機能を
強化するための取組

3-(4) 包括的・多層的な支援体制
4-(2) 担い手の確保・育成等の推進
4-(3) 市町村長申立ての適切な実施

と成年後見制度利用支援事業
の推進 など

１ 地域連携
ネットワーク
と中核機関

２ 権利擁護
支援体制
の構築

３ 成年後見
制度の
利用促進

４ 成年後見
制度や
中核機関の
周知啓発

今後のスケジュール等

協議会における論点整理
第1期計画の成果・課題、今後の方向性

第２期計画スタート
重層的支援体制整備事業の本格実施

第２期計画の策定、地域福祉計画との一体化
具体的施策の立案、関連施策との調整、計画案への意見等R５ R６ R７

国の第2期基本計画との対応

議事２

2



第２期計画への検討課題(補足)

○重層的支援体制整備事業を見据えた再構築

①中核機関の体制及び位置付け(誰が・どこで)

(持続的な庁内職員体制・組織体制)

⇒R7年度からの事業開始を踏まえ、多機関協働推進の軸として、
中核機関との一体的な運営を目指し、庁内組織体制の整備を図
る。

②各分野の相談機関(包括的相談支援)との連携

⇒ケ－ス会議等を通じた個別支援による協働や、各種研修機会、
福祉総合相談定例会を活用し、お互いの業務の理解、世帯支援
における機能・役割分担を通じた実務的な連携強化を図る。

3



第２期計画への検討課題(補足)

○支援チ－ムの構築と活動の具体化(後見人支援の取り
組み)
⇒候補者とのマッチング面談、受任時の関係者会議等による後見
人等を含めた支援チ－ム構成を徹底する。

○市民後見人の活動・活躍の機会拡大(専門職後見人からの移行を
含む)

⇒法人後見からの移行に限らず、専門職後見人からの移行の促進
を図るべく、関係機関との連携を進めていく。

市民後見人支援の取組み。(経験値獲得と動機づけ)

○意思決定支援の取り組みの具体化(理解促進、実践)

⇒本市の意思決定支援のベ－スとなる考え方の共有。

事例検討等による実践の共有と振り返りによるスキル向上。

4



第２期計画への検討課題(補足)

○多様な権利擁護ニ－ズを検討する場として、支援調整会議
のさらなる活用と充実
①高齢者に限らない各分野への機能の周知
⇒中核機関の啓発の一環として、支援調整会議の機能および実践につい
て市内の関係機関へ周知する。

多機関協働支援会議の位置付けとして、支援調整会議の活用について
体制整備を図る。

②会議の論点や支援の方向性に対する調整機能強化
⇒効果的な会議となるよう、事前の論点整理等の調整を図る。

○市長申立ての適切な実施、利用支援事業の評価・検証
⇒支援調整会議の活用に係る市内関係機関への周知。

市長申立てに係るプロセスの整備による適切な申立ての実施。

利用支援事業に係る、国の動向を踏まえ有効な活用の検証。

5



第２期計画への検討課題(補足)

○市民への周知啓発のあり方

(相談窓口、制度の内容や利用イメ－ジ)

⇒市ホ－ムペ－ジ及びチラシ等活用の充実を図る。

市民が集う機会における啓発活動。

○支援者・専門職への周知啓発のあり方

①中核機関の機能、後見人との連携等の実務的理解

⇒支援調整会議の検討事例を活用する等、実務に即した内容に
よる啓発。

②相談支援従事者に限らない施設・事業者への周知

⇒サ－ビス事業者、医療機関等への周知活動の検討。

6
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南アルプス市権利擁護センター（中核機関）の法人受任ガイドライン（案） 

 

１ 基本的な考え方 

権利擁護センター（中核機関）の役割＝成年後見制度を活用した支援のコーディネート 

・成年後見制度の利用が必要な人に、適切に制度利用につなげ、本人らしい暮らしの実

現を支援することが、権利擁護センター（中核機関）（以下「センターという。」の役割

である。 

・現在後見人の多くは、弁護士、司法書士の法律職と社会福祉士等の福祉職が対応して

いるが、民間では対応しきれないケースがあるのも事実であり、公的な責任においてに

よる法人後見受任が必要な場合もある 。 

・そこで、公的なセンターによる受任が必要と認められる場合に限り、センターが法人

受任をすることとし、どのような場合にセンター受任が必要であると認めるのかそのガ

イドラインを設けようとするものである。 

・このガイドラインは、 厳格に法人受任の要件を定めるものではなく、支援調整会議に

おいて法人受任の適否を検討する拠り所とするものであり、今後事案検討を積み重ねの

中で、適切に改定していくものである。 

・センターが法人受任を検討する場合は、原則センターが主催する支援調整会議を行い、

ガイドラインに基づき検討を行う。 

 

 2 センターが受任する場合の要件 

・センターが法人受任をするのは、センターが受任することが必要と認められる場合で

あり、次の3つの基準を満たす場合である。 

（１）福祉専門職による後見等が必要な場合であること。 

（２）次のいずれかの事由により個人による受任が困難である場合であること。 

ア頻回な支援が求められる場合 

イ支援の枠組みが不十分もしくは再構築する必要がある場合 

ウ個人ではリスクが高い場合 

（３）公的な立場であるセンター受任がふさわしい場合であること。 

3 センター受任が必要な場合とは 

（１）福祉専門職による後見等が必要なケースであること 

・センターの職員は、福祉専門職であることから、福祉専門職による後見業務が必要

であることが条件となる。 

・本人が拒否的であったり虐待を受けていたりして、まだ支援の枠組みが整っていな

議事３ 
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い場合など、本人の意向や身体状況を踏まえて、フォーマル、インフォーマルなサー

ビスを組み合わせて支援の枠組みを整えていく必要がある場合。 

（２）個人受任が困難なケースかどうか。 

・福祉専門職による後見業務が必要な場合であっても、個人による受任が可能である

場合は、センターが受任することは抑制的であるべきと考えられる。しかし、次のよ

うなケースは、法人（当センターに限らない）による後見が望ましいと考えられる。 

ア 頻回な支援が求められる場合 

認知症の方等で曜日や昼夜を問わず何度も電話をかけてこられる場合や、頻回な訪問

や支援が求められる場合には個人による受任は極めて困難となる。 

イ 支援の枠組みが不十分な場合 

いわゆる処遇困難なケースでありながら、医療や福祉の支援機関と関係ができておら

ず、一から支援の枠組みを作っていかなければならない場合、組織のバックアップの

ない個人受任では、困難が大きいと考えられる。 

ウ 個人ではリスクが高い場合 

個人受任した場合、後見人は氏名のみならず自宅住所も明らかになる。このため、たと

えば、本人から財産を搾取するなどして不当な利益を受けていた親族等関係者から後見

人が適正化を進める中で、逆恨みされ、脅迫行為などを被る恐れがないとはいえない。

このようなケースについては、個人では受任することが難しいと考えられる。 

（３）公的な立場であるセンター受任がふさわしい場合であること。 

・法人受任は、他の民間団体等が設立した NPO 法人でも受任もありえる。センターが

受任することがよりふさわしいと説明できる必要がある。 

 

４センター受任が不適切と考えられる事案 

（１）相談者の不利益になる場合 

・相談者は、相談することで本人又は自らの利益になるとの信頼をもって、センター

に相談に来ている。事案によっては、本人の利益を追求することにより相談者の利益

を損なう場合もでてくる。このような場合には、相談機関であるセンターが、直接後

見業務を受けることは相談機関としての信頼を失うため適切でないと考えられる。 

（２）利益相反となる場合 

・家族のうち２人が後見、保佐の対象となる場合に、２人の利益が相反する場合があ

る。たとえば、夫婦のうち夫は精神障害があるため入院しており、妻は認知症が進行

しているケースでは、入院中の夫は退院して在宅生活を望み、妻は夫の入院の継続を

希望していた。このように双方の利益が対立するとき、双方の後見人になり利益を調

整しようとするのではなく、どちらの成年後見人等にならないことも考えられる。 

（３）法律上のトラブルがすでにある場合 
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・すでに、法律上のトラブルが発生している場合には、原則として弁護士が成年後見

人等となり、紛争解決を行うのが適当であり、福祉専門職であるセンターが紛争解決

にあたるのは適切ではないと考えられる。 

ただし、法律上の課題がある場合であっても同時に身上監護面の課題が大きい場合

は、弁護士等との複数後見とすることも考えられる。 

（４）センターが申立て支援を行なった場合 

・申立て支援は、センターの役割の一つであるが、申立て支援を行なうなかで自らを

受任候補者に設定することは、報酬を目的とした利益誘導との批判をうけるおそれが

ないとはいえない。 

このため、民間の専門職等が受任可能である場合は、申立て支援を行った場合にはセ

ンターが候補者となることは控えることとなるが、先に述べたような民間の専門職個

人では対応が困難な事例では、やむを得ないと考えられる。 
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一

次

相

談

事

業

所

等

〇一次相談事業所

① 成年後見センター

② 地域包括支援センター

③ 障害者相談支援センター

〇一次相談事業所の役割

地域住民、福祉関係者等からの権利

擁護に関する相談に対応し、権利擁

護のニーズを受け止め整理する。。

① 相談ケースの制度利用の必要性

についての判断

② 制度利用に関する相談対応

③ 必要に応じてケース会議への参

加

権

利

擁

護

セ

ン

タ

〇二次相談事業所

制度利用の必要性のあるケースに対し、一

次相談事業所と連携し、支援方法や制度利

用の相談に対応する。必要に応じてケース

会議を開催する。

・申立て手続き支援

・候補者不存在

・申立人不存在

・親族後見人や市民後見人からの相談

〇虐待等困難ケースの相談

・制度の必要性について

・チーム支援方法について

権

利

擁

護

・

成

年

後

見

制

度

利

用

促

進

協

議

会

【メンバー】

・弁護士会

・リーガルサポート

・社会福祉士会

・介護支援専門員

・計画相談員

・民生委員

・市民後見人

事務局

権利擁護センター

協力者

地域包括支援センター

障害者相談支援センター

オブザーバー

家庭裁判所

山梨県

親

族

申

立

地

域

ケ

ア

個

別

会

議

等

必要に応じて地域ケア個別

会議への参加

専門的支援

チームへの専門的助言

他支援、他制度利用

地域ケア個別支援会議等の参加者

は、相談内容に関する必要な情報

を持ち寄る。

＊本人情報シートの活用もあり。

親

族

後

見

人

制

度

利

用

必

要

市長申立

親族申立

候

補

者

不

在

支

援

調

整

会

議

の

開

催

【開催】

必要に応じて開催

【メンバー】

・弁護士会

・リーガルサポート

・社会福祉士会

・権利擁護センター

・支援関係者

【審議内容】

制度利用の必要性の検討。

適切な候補者、後見業務内

容の明確化。

候

補

者

決

定

家

庭

裁

判

所

へ

成

年

後

見

制

度

の

申

立

て

家

庭

裁

判

所

の

審

判

決

定

申立人である親族に対し、申立て書類の書き方の支援を行

う。書類が完成した後、親族に申立てを行ってもらう。

【支援調整会議の流れ】

① 支援調整会議で推薦団体等を決定

② 推薦団体で候補者を決定

③ 候補者を権利擁護センターに連絡

申立人である親族若しくは市長が、

申立て書類の後見人等候補者欄に、

支援調整会議にて推薦された成年

後見人等候補者の使命等を記入し、

家庭裁判所へ申立てを行う。

福祉関係者への本人情報

シートの作成依頼

医師の診断書作成依頼＋本

人情報シートの提出

医師の診断書と本人情報

シートは申立人へ成年後見制度相談の流れ

10 
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支援調整会議の役割と留意事項について 

 

中核機関とは、「地域連携ネットワークの中核となる機関」であり、地域連携ネットワークが、地

域の権利擁護（以下の４つの機能）を果たすように主導する役割。また、専門職による専門的助言

等の支援を確保する。 

 

【４つの機能】①広報、②相談、③制度利用促進（受任者調整（マッチング）、担い手の育成・活動

促進）、④後見人支援 

 

その中で主に②と③と④の機能を確保し、権利擁護支援の方針及び本人にふさわしい成年後見制度

の利用に向けた検討・専門的判断を行う場として支援調整会議が位置づけられる。 

 

留意事項は以下の通り。 

 

① 成年後見制度の申立ての妥当性の確認 

・本人にとって必要な支援は何か 

・現在の支援体制で対応できない課題は何か 

・申立てが必要なケースか 

・申立て以前に、早急に必要な支援や情報収集はないか 

 

② 申立てのあり方の検討 

・誰が申立てを行うのか 

・本人や親族が申立人となる場合、どの機関が申立ての支援を行うのか 

 

③ 求められる後見事務の想定と適切な成年後見人等の検討 

・予想される後見事務は何か 

・本人に必要な支援を提供するために必要な権限（代理権、同意見、取消権）は何か 

そのことに対して本人は同意をしているか。同意がない場合は、権限を付与する必要性の根拠はあ

るか。 

・本人にとって望ましい候補者の要件は何か 

・どのような成年後見人等の選択肢があるか（複数後見など） 

 

④ 本人のマッチング 

・本人と候補者の顔合わせはどうするか 

・本人との相性の確認等はどのように判断するか 
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権利擁護支援のその後の経過（昨年度第2回の報告事例より） 

   

   昨年度の第 2回権利擁護・成年後見制度利用促進協議会において、中核機関が関わり 

  を持った事例として、以下の 3事例についてご紹介したところであるが、その後の経 

過についてご報告させていただきたい。 

  

 

○個別事例から見える課題 

   ・ケ－ス１  92歳 女性  老人保健施設入所中 

    過去に知人男性より金銭搾取されていたことから成年後見制度を活用。保佐類型 

   にて弁護士が保佐人として就任。以降、家計や相続等の課題が解決した他、知人に 

   よる金銭搾取もなくなったことから、専門職が関わらなくても良い状況に至る。こ 

   のことから保佐人より市民後見人への移行について提案があり、支援調整会議を経 

   て具体的な調整に至る。 

   《課題》専門職後見人から市民後見人への移行 

    今年度の家事関係機関との連絡協議会における議題「後見人等の交代の在り方に

関する事項」に“専門職後見人から市民後見人への交代について”として意見交換

がなされた。専門職による課題解決が図られ、身上監護が中心となる様なケ－スに 

   ついて、積極的に検討していくことが必要と思われる。支援調整会議における検討

や市民後見人就任後の支援体制の整備等、市民後見人が困らないための取り組みが 

   求められる。 

   【具体的取組みとして】 

    ・成年後見センタ－等によるサポ－ト(法人後見監督人) 

    ・ケ－ススタディとして市民および支援関係者へ周知・啓発 

   《その後の経過》 

    支援調整会議において協議のうえ、市民後見人への移行を進めていくこととし、 

   家庭裁判所へ申立てを行う。引継ぎその他に関し、中核機関同席のもと、保佐人の 

弁護士、市民後見人候補者等による打合せにより、これまでの経過、課題等を確認 

し、受任後速やかに業務に就けるよう配慮。本市として 3人目の市民後見人誕生に 

至る。 

    中核機関としては、市民後見人の活躍機会が得られる様、成年後見センタ－によ

る実務的な支援をはじめ、事務担当職員による申し送りへの同席、受任後に適宜活

動状況の報告をいただく等、市民後見人が孤立しない様、配慮に努めた。 

 

   ・ケ－ス２  68歳 女性  入院中（精神科） 

    養護老人ホ－ムへ入所していたが、無断で施設を離れる等の行為が度重なり、施

設より退所勧告を受ける。過去に入院歴のある医療機関と交渉の末、本人の意思を 

議事４ 
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   踏まえて期限を設けた入院受入となった。退院後の生活環境について、本人の生活

遂行能力に難があることから、意思決定を意識した支援を継続中。入院から 7か月

経過した間、10回ほど面談を実施。本人は一人暮らしを望んでいるが、親族との関

係性が悪いことからアパ－トの賃貸契約に際する身元保証人の依頼先がない他、 

   生活課題に対する認識がなく、実現困難な話にばかり目先が向いてしまうことか

ら、具体的な話が進まず。 

   《課題》意思決定支援 

    過去に一人暮らしをしていた際、寂しさ故に何十回と救急通報、施設入所後は共

同生活の煩わしさから無断外出を繰り返す等、日常の場面における適応力が低いが 

   故の生きづらさを抱えている。この様なケ－スであっても、本人の持てる力を尊重

し、自らの生活を決定する為の支援は必要である。リスクアセスメントに基づき、

支援者としての見解は伝えつつ、本人にとってベストな選択を促すためには「伴

走」が不可欠であるが、理想と現実の狭間の中、どこまで可能か？ 

   【具体的取組みとして】 

    ・意思決定支援に係る学習(支援関係者等) 

    ・多機関協働による多様な視点でのケ－ス検討 

   《その後の経過》 

    概ね月１回程度の面談を経ながら、入院中の生活状況、生活機能訓練等の取組み

を踏まえ、退院後の生活について協議を重ねる。能力的に施設入所が妥当と考えら

れ、県内の養護老人ホ－ム 6か所へ受入意向確認(電話、訪問等)の他、入院先にて

本人との面談を実施する等、受入先確保に努めたが、これまでの生活歴、入院に至

った経緯などから受入同意に至らず。今年に入り、ようやく受入先の目途がつき、

施設見学を実施したうえで最終的な結論が出る見込みとなる。 

    中核機関としては、事務担当職員 1名がケ－ス担当として個別支援を軸に、入院

先医療機関や入所依頼先と連絡調整を図りつつ、本人の意向を尊重しながら、能力

的に生活可能な環境を模索。退院後の具体的な入所先確保に努めた。 

 

   ・ケ－ス３  88歳 女性  独居(有料老人ホ－ム) 

    特別養護老人ホ－ム入所が目前となった折、担当ケアマネジャ－共々入所予定先

と打ち合わせを行った際、身元引受人とは別に身元保証人を求められた。本人には

後見人も就いている他、身元引受人(親族)も協力は惜しまないと。費用負担や緊急

時の対応についても不足はないとの認識でいたが、このことにより入所可否の結論

は先送りとなった。頼れる親族は妹のみである。 

   《課題》身元保証 

    入所、賃貸契約において身元保証人を求められるが、頼れる身寄りがなく苦慮す

ることも多い。親族が高齢或いは死別となっている他、これまでの生活歴における

関係性により疎遠となっていることも多い。施設の場合、成年後見人の申立てを入

所要件に求められるが、後見人等はあくまで本人の権利を擁護する立場であり、身

元保証人にはなり得ない。生活基盤たる居住先が確保できず生活の見通しが立たな
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いことにより、権利行使すら儘ならない。民間団体による身元保証サ－ビス等も存

在するが、ある程度の経済力が必要につき万人が活用できるものではない。 

   【具体的な取組みとして】 

    ・親族へのコンタクト(関係性が希薄であっても諦めない) 

    ・入所施設等との課題共有 

   《その後の経過》 

    身元引受人となる妹の他、本人と妹を良く知る知人より緊急時の対応等協力を得

られることとなるが、施設側はあくまで親族(血族)の協力に固執。過去の生活歴故

の親族との関係性希薄による協力得難い状況について、何ら理解を得られず。他の

入所先を当たることも検討し始めた最中、本人が亡くなられてしまい、特養入所は

叶わず。 

    中核機関としては、ケアマネジャ－支援の視点も含め、施設側への働き掛けや知

人への協力依頼を行ったところであるが、肝心となる施設側の理解を得るに至らず

であった。介護保険制度として、身元引受人(身元保証人)がいないことを理由に入

所を拒むべきではない、との見解が厚生労働省より示されているが、実態は入居者

本人が急変等による入院その他となった場合、対応の依頼先として身元引受人等を

確保しておきたい施設側の思惑もあり、必ずしも国の見解通りに話が進まないケ－

スが多い。新たな課題として、入所施設への啓発等を積極的に行うことが必要と考

えられる。 

 

 ○考察 

  中核機関の役割として、本来は多機関協働による権利擁護の推進であり、関係機関と 

 の必要な調整或いはケ－ス会議等を通じた様々な分野と連携を図ることが求められるも 

 のと認識しているが、実際は個別支援による課題解決が多く、ミクロの視点での連携に 

 終始。組織構成上、一時相談機関を兼ねていることから個別支援とマネジメント機能と 

の棲み分けが難しく、個別課題から政策形成へ繋げていく為の実務遂行に際し、組織体 

制の整備、従事者のスキル向上、地域の支援者への啓発が更に必要であることを身を以 

て感じたところである。次年度は、重層的支援体制整備事業と一体的に取組むことを基 

本に、4つの重点施策がバランスよく遂行できるよう努めたい。
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